
事業所名 参加者名1

参加者名2 参加者名3

住 所 電話 （ ）

E-mail ＦＡＸ （ ）

主催：
◆中村会計グループ 〒883-0013 宮崎県日向市新生町1-65 ＴＥＬ：0982-53-1111  FAX：0982-54-6674

◆合資会社オフィススギヤマ／特定社会保険労務士杉山晃浩事務所／介護経営研究会Ｃ-ＳＲ
〒880-0211宮崎市佐土原町下田島20034番地 ＴＥＬ：0985-36-1418

お申込み書 【介護経営セミナー】 お申込みは ＦＡＸ： ０９８５‐３６‐１４１９ 迄

会 場

お一人 ５，０００円 （税込）受講料

定 員 先着 50 名さま
※定員になり次第締切とさせていただきます。

お申込みは下記のお申込書にご記入後、そのまま

ファクスをしてください。

受付完了時に、受講票をお送りします。

平成 ２８年 ８月 ８日（月）
１３：１５～１６：４５ （受付13：00～）

日 時

『加速する介護保険制度改正と介護業界再編の行方！
大激変！平成30年への準備と行政処分倍増の実地指導』
実地指導対策、介護離職ゼロ政策、地域密着型デイ、自費サービス、生活援助

介護報酬改定後の実地指導において介護報酬の返還にならないための準備は急務です。また、過
去最大の倒産と変貌を続ける制度改正で経営環境が激変。介護離職ゼロ政策の活用が鍵になります。
平成30年は介護保険法改正、介護報酬と診療報酬改定のトリプル改定で過去最大規模の激変必至。
最新の動向を網羅する本講座は、介護事業に関わる全ての経営者、管理者、職員に必聴です。

・行政処分が２年連続で２００件超の現実
・従来より厳しくなったとの声多数、実地指導
・介護職員処遇改善加算の指導強化！
・遂に事前通知無しの実地指導がスタート
・地域密着型デイへの移行後の事業運営
・地域密着型デイの運営推進会議の仕方
・自費サービスが大きく変わる！混合介護
・予防サービスの総合事業への移行とは
・自己負担２割の適用範囲はさらに拡大へ
・訪問介護から生活援助が除外される！
・ケアプランが自己負担1割の意味と対策
・迫る！要介護１，２も総合事業に移行
・福祉用具貸与から軽度者切り離しは？
・介護離職ゼロ政策を経営に活用する方法
・その他、開催時点での最新情報を満載

講 師

小濱 道博 （こはまみちひろ） 氏
小濱介護経営事務所代表
C-MAS 介護事業経営研究会 最高顧問、Ｃ－ＳＲ 社）医療介護経営研究会 専務理事 社）日本介護経
営研究協会 専務理事 ほか役職多数。
介護事業経営セミナーの開催実績は北海道から沖縄まで全国で年間250件以上。延20000人以上の介
護業者を動員。全国各地の介護保険課、各協会、社会福祉協議会主催での講師実績も多数。「日経ヘ
ルスケア」「シニアビジネスマーケット」等への連載、寄稿多数。ソリマチ、「会計王16介護事業所スタイ
ル」監修。最新の著書は「2015年度 新報酬体系･制度下でのデイ事業展開戦略と実践」「まるわかり！
介護保険制度改正」「よくわかる実地指導の対応マニュアル」「介護福祉経営士基礎編Ⅱ・介護報酬実
務」「これならわかる <スッキリ図解> 介護ビジネス（共著）」ほか多数。

日向商工会議所１Ｆ多目的ホール
日向市上町３‐１５ ＴＥＬ：0982-52-5131

介護経営最大の危機迫る！従来より厳しさの増した実地指導

※政府の決定等により、お話する内容が大きく変動することがございます。何卒ご了承ください。

配布 20160701～


